
株式会社共同土木 （単位：円）

科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

資 産 の 部 負 債 の 部

［ 流 動 資 産 ］ 1,639,863,244 ［ 流 動 負 債 ］ 633,035,210

現 金 及 び 預 金 839,591,191 買 掛 金 372,695,484

受 取 手 形 2,728,071 未 払 金 134,202,774

電 子 記 録 債 権 5,650,000 未 払 法 人 税 等 38,126,100

売 掛 金 735,888,091 未 払 消 費 税 等 13,678,400

貯 蔵 品 35,655,750 前 受 金 2,627,273

前 払 費 用 10,761,054 預 り 金 3,438,318

未 収 入 金 16,602 仮 受 金 8,615,730

仮 払 金 127,714 賞 与 引 当 金 29,220,000

立 替 金 14,021,394 資 産 除 去 債 務 30,431,131

貸 倒 引 当 金 △ 4,576,623

［ 固 定 資 産 ］ 4,939,194,992 ［ 固 定 負 債 ］ 5,056,346,457

有 形 固 定 資 産 4,821,928,318 長 期 借 入 金 4,800,000,000

建 物 621,631,107 割 賦 未 払 金 132,984,170

構 築 物 257,734,000 退 職 給 付 引 当 金 123,362,287

機 械 装 置 410,787,022

車 両 運 搬 具 55,304,193

工 具 器 具 備 品 19,966,874

土 地 3,295,303,003

建 設 仮 勘 定 156,078,278 負 債 合 計 5,689,381,667

一 括 償 却 資 産 5,123,841 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 10,157,251 ［ 株 主 資 本 ］ 147,235,480

ソ フ ト ウ ェ ア 6,253,569 資 本 金 50,000,000

電 話 加 入 権 3,903,682 利 益 剰 余 金 97,235,480

投 資 そ の 他 の 資 産 107,109,423 そ の 他 利 益 剰 余 金 97,235,480

投 資 有 価 証 券 30,168,476 特 別 償 却 準 備 金 87,722,055

ゴ ル フ 会 員 権 3,650,000 別 途 積 立 金 790,000,000

関 係 会 社 株 式 15,000,000 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 45,638,864

出 資 金 310,001 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 826,125,439

長 期 貸 付 金 3,060,540 （ う ち 当 期 純 利 益 ） 37,688,677

差 入 保 証 金 17,112,619 ［ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ］ 742,441,089

長 期 前 払 費 用 12,808,399 土 地 評 価 差 額 金 736,905,340

繰 延 税 税 金 資 産 32,649,388 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 5,535,749

貸 倒 引 当 金 △ 7,650,000 純 資 産 合 計 889,676,569

資 産 合 計 6,579,058,236 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,579,058,236

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

（2022年 3月31日現在）

資　　産　　の　　部 負債及び純資産の部



1. （重要な会計方針に係る事項に関する注記）
この計算書類は、｢中小企業の会計に関する指針｣によって作成しています。

（１）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 最終仕入原価法を採用しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

②　無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2. （貸借対照表に関する注記）
3,742 百万円

3. （株主資本等変動損益計算書に関する注記）
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（2）当該事業年度の末日における自己株式の数
当該事業年度の末日における自己株式は、ありません。

（3）当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

4. （1株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 17,793円54銭
１株当たり当期純利益 753円78銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

個別注記表

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

主として定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっております。

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

（１）有形固定資産の減価償却累計額

当事業年度
増加株式数（株）

-

当事業年度
減少株式数（株）

-

当事業年度末
株式数（株）

50,000

株式の種類

普通株式

当事業年度
期首株式数（株）

50,000

2021年3月31日 2021年6月10日

1株あたり配当額
（円）

基準日 効力発生日

3,211

配当金の総額
（百万円）

161普通株式

決議

2021年6月9日
定時株主総会

株式の種類


